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ドメイン名紛争統一処理方針
－ICANN理事会が1999年8月26日に採択、同年10月24日に施行文書を承認－

世界知的所有権機関による日本語訳。
注記：

1． この処理方針は現在効力を有しているものである。施行日については、<http://www.icann/org/udrp/udrp-schedule.htm>を参照のこと。

2． この処理方針は、.com、 .net、.orgで終わるドメイン名についての認定されたす べてのドメイン名登録機関によって採用されている。さらに、いくつかの国別トップレベル・ドメイン（例えば、.nu、 .tv、.wsなど）の管理者によっても採用され ている。

3． この処理方針は、登録機関（または、国別トップレベル・ドメインの場合には、その他の登録権限を有する機関）とその顧客（ドメイン名保有者または登録者）との間のものである。したがって、この処理方針においては、登録機関に言及する場合には「我々」、ドメイン名保有者に言及する場合には「貴殿」の語を用いる。

第１条   目的

このドメイン名紛争統一処理方針（以下、「本方針」）は、the Internet Corporation for Assigned Names and Numbers（以下、「ICANN」）が採択したものである。本方針は
、貴殿の登録合意書に組み込まれ、貴殿のドメイン名登録と使用に関して、貴殿と我々すなわち当登録機関以外の者の間に生じる紛争処理に関する条項および条件は、これによって定められる。本方針の第４条が定める手続は、ウェブサイト<http://www.icann.org/udrp/udrp-rules-24oct99.htm>で公開されているドメイン名紛争統一処理方針のための手続規則（

以下、「手続規則」）、およびICANNによる認定を受けた紛争処理機関が別途定める補則に従って、実施されるものとする。

第２条   貴殿による告知

貴殿は、ドメイン名の登録申請により、あるいは、その維持・更新にあたり、我々に対し、次のことを告知し、確約する:

    (a) 登録合意書に記載した内容が、完全かつ正確であること;

    (b) 貴殿が知る限りにおいて、そのドメイン名の登録が、第三者の権利を侵害、ま
        たは妨害するものではないこと;

    (c) そのドメイン名の登録を、不法な目的 (bad faith) のためにするものでないこ と; および、
    (d) 関係法令、規則のいずれかに違反することを知りながら、そのドメイン名を使用

        するものではないこと。貴殿のドメイン名の登録が第三者の権利を侵害、または
        、妨害するか否かの判断は、貴殿の責任において行うものとする。
第３条   ドメイン名登録の取消、移転、および変更

我々は、下記の事情に該当する場合には、ドメイン名登録の取消、移転、または変更の手続を行う:
     ａ． 貴殿、または権限ある貴殿の代理人から、書面または適切な電子的手段による指示を受領したとき。ただし、第８条の規定の適用を妨げない;

     ｂ． 管轄権を有する裁判所または仲裁機関の命令を受領したとき; および/または、

     ｃ． ICANNが採択した本方針またはその改訂版に基づいて、貴殿が当事者となり、
実施された紛争処理手続において、その紛争処理パネルが下したこれらの手続を指示する旨の裁定を受領したとき。（下記の第４条(i)項と(k)項を参照。）

また、我々は、貴殿の登録合意書の条項または他の法律上の要請に基づいて、ドメイン名登録の取消、移転、または変更の手続を行うことができる。

第４条   強制紛争処理手続
本節は、貴殿が、強制紛争処理手続に服さなければならない紛争の類型を定める。この紛争処理手続は、ウェブサイト<http://www.icann.org/udrp/approved-providers.htm>に列挙さ

れている紛争処理機関のいずれか一つにより実施される。

     ａ． 適用対象となる紛争

手続規則に従って、第三者（申立人）から紛争処理機関に対し、次の主張があった場合には、貴殿はこの強制紛争処理手続に応じなければならない:
            (i)  貴殿のドメイン名が、申立人が権利を有する商標または役務商標（サービスマーク）と、同一または混同させるような類似性を有し; かつ、

            (ii)  貴殿が、そのドメイン名について権利または正当な利益を有さず；
                  かつ、

            (iii) 貴殿のドメイン名が、不正の目的で、登録かつ使用されていること。
この紛争処理手続において、申立人はこれら３つの要件が存在することを立証しなければならない。

     ｂ． 登録かつ使用が不正の目的でなされている証拠第４条(a)項(iii)に関しては、

特に次のような事情（ただし、これらに限らない）を紛争処理パネルが認定する場合には、それらはドメイン名の登録かつ使用が不正の目的でなされていることの証拠とする:
            (i) 　貴殿が、商標権者または役務商標（サービスマーク）権者である申立

人もしくはその申立人の競業者に、そのドメイン名を取得するために直接に要した、書面で提示できる支払金額を超える対価で、販売、貸与、または移転することを主たる目的として、そのドメイン名を登録または取得したことを示す事情; または、

(ii)  商標権者または役務商標（サービスマーク）権者が商標をドメイン名
                  として使用することを妨げるために、貴殿がそのドメイン名を登録し
                  たこと。ただし、これは貴殿がその行為を繰り返しているときに限る
                  ；または、
            (iii) 貴殿が、競業者の事業を混乱させることを主たる目的として、そのド

                  メイン名を登録したこと; または、

             (iv) 貴殿が、そのドメイン名の使用によって、商業的利益を得るために、

そのウェブサイトもしくはオンラインロケーションの、あるいは、それらに登場する製品または役務（サービス）の出所、スポンサーシップ、取引提携関係、推奨について、申立人の標章との混同のおそれを生じさせて、インターネットのユーザーをそのウェブサイトもしくはその他のオンラインロケーションに誘導しようと意図的に企てたこと。

      ｃ．貴殿が申立書に応答して、当該ドメイン名について、権利または正当な利益を

          有していることを立証する方法
　　　　　　貴殿が申立書を受け取った場合に、どのように答弁書を準備すべきかを判断するためには、手続規則第５条を参照されたい。紛争処理パネルが、提出されたすべての証拠に基づき、特に次のような事情を認定した場合には、第４条(a)項(ii)に関しては、それによって、貴殿がそのドメイン名について権利または正当な利益を有することが証明されたものとする（ただし、これらの事情には限定されない）:
            (i) 　貴殿が、この紛争についての何らかの通知を受ける以前に、善意によ

る商品もしくは役務（サービス）の提供を行うために、当該ドメイン名もしくはこれに対応する名称を使用していた、または、使用のための明白な準備をしていたこと; または、

(ii)　貴殿が（個人、会社または団体として）、その商標または役務商標（サービスマーク）に関する権利を取得していなくても、そのドメイン名の名称で一般に知られていたこと; または、

(iii) 貴殿が当該ドメイン名を、正当にして非商業的にまたは公正に使用し
ており、その際に、消費者の誤認を惹き起こすことにより商業的利益を得る、または、当該商標もしくは役務商標（サービスマーク）の価値を毀損する意図を有していないこと。

     ｄ． 紛争処理機関の選択

申立人は、申立書の提出によって、ICANNが認定した紛争処理機関の中から、一つの紛争処理機関を選択しなければならない。第４条(f)項に規定する併合審理の場合を除き、選択された紛争処理機関は、この紛争処理手続を管理する。

     ｅ． 手続の開始と紛争処理パネルの指名

手続の開始と実施の手続、並びに紛争処理の裁定を下すパネル（紛争処理パネル）の指名手続は、手続規則の定めによる。

     ｆ． 併合審理
貴殿と申立人との間に複数の紛争があるときは、貴殿または申立人のいずれからも、単一の紛争処理パネルでの併合審理を申請することができる。この申請は、当事者間で係属中の紛争事件を審理するために選ばれた最初の紛争処理パネルに対してしなければならない。当該紛争処理パネルは、それらの紛争がICANNの採択した本方針またはその改訂版の適用対象となる紛争である場合には、その裁量により、その一部または全部について併合審理を行うことができる。

     ｇ． 手数料
本方針に基づいて紛争処理パネルが扱う紛争に関して、紛争解決機関が請求するすべての手数料は、申立人の負担とする。ただし、貴殿が、手続規則第５条(b)項(iv)によりパネリストの数を１名から３名に増員することを選択した場合には、 貴殿申立人とがすべての手数料を、折半して均等に負担する。

     ｈ． 紛争処理手続への我々の関与
我々は、紛争処理パネルによる手続の管理または実施には一切参加しない。また、我々は、紛争処理パネルが下したいかなる裁定結果にも責任を負わない。

     ｉ． 救済措置

紛争処理パネルの手続による申立人に与えられる救済措置は、貴殿のドメイン名登録の取消、または、申立人へ、そのドメイン名登録の移転を求めることに限られる。

     ｊ． 通知と公表

紛争処理機関は、貴殿が我々の下で登録しているドメイン名に関する紛争処理パネルの裁定のすべてについて、我々に通知しなければならない。紛争処理パネルが例外的なものとして部分的に修正することを決定した場合を除き、本方針の下でなされた裁定はすべてがインターネットで公表される。

     ｋ． 裁判手続の利用可能性

第４条が定める強制紛争処理手続は、貴殿または申立人が、この紛争処理手続の開始前または終結後に、別個の解決を求めて管轄裁判所に出訴することを妨げるものではない。紛争処理パネルが、貴殿のドメイン名登録の取消、または移転の裁定を下した場合には、我々は紛争処理機関からの通知後10日間（我々の主たる事業所の営業日で計算）、裁定の実施を留保する。この10日間の内に、手続規則第３条(b)項(xiii)に基づいて申立人が服する裁判管轄において、 貴殿訴訟を提起したことを示す公式文書（裁判所の受領印のある訴状の写し等）を我々が貴殿から受け取らなかった場合、我々はその裁定を実施する。（一般に、この裁判管轄地は、我々の主たる事業所の所在地、または、我々のWhoisデータベースで参照できる貴殿の所在地である。詳細については、手続規則第１条および第３条(b)項(xiii)を参照。） この10日間の内内に我々が貴殿から、係る公式文書を受け取った場合、我々はその裁定の実施を見合わせ、(i)当事者間で紛争が解決されたことの十分な証拠、(ii)当該訴訟が棄却または取り下げられたことの十分な証拠、または (iii)当該訴訟を棄却する、または、 貴殿には当該ドメイン名を継続して使用する権利がないとする、裁判所の命令の写しを受け取るまでは、いかなる手続もとらない。

第５条  他のすべての紛争および訴訟

貴殿のドメイン名登録に係る、貴殿と我々を除く者との間の紛争で、第４条の強制紛争処理手続によらないものについては、貴殿と当該当事者との間で、裁判所、仲裁機関、または、その他の手続によって処理されるべきものとする。

第６条  紛争への我々の関与

我々は、貴殿と我々を除く者との間のドメイン名の登録および使用に関するいかなる紛争にも参加しない。貴殿は、そのような手続において、我々を当事者とし、または、その他の方法で関与させてはならない。何らかの手続において、我々が当事者とされた場合には、我々は、適切と思われるあらゆる防御をなし、また、我々を防御するために必要なあらゆる行動を取る権利を留保する。

第７条  現状の維持

我々は、本方針の下では、第３条に規定する場合を除き、ドメイン名登録の取消、移転、使用可能化措置、使用不能化措置、または、その他ドメイン名登録の現状を変更しない。

第８条  紛争中の移転

ａ．ドメイン名の新保有者への移転

貴殿は、次の場合には、貴殿のドメイン名登録を他の者に移転することができない：

(i)  第４条の手続の係属中、もしくは、終結後15間日（我々の主たる事
     業所の営業日で計算）、または、

(ii) 貴殿のドメイン名に関して裁判所もしくは仲裁機関による手続が係
     属中の場合。ただし、新保有者が当該裁判所の判決もしくは仲裁機
     関の裁定に従うと書面で同意している場合を除く。

                   我々は、本項に違反するドメイン名登録の新保有者への移転を取り消す権
                   利を留保する。

ｂ．登録機関の移管

      貴殿は、第４条の手続の係属中、または、終結後15日間（我々の主たる事業
所の営業日で計算）、貴殿のドメイン名登録を他の登録機関に移管すること
はできない。訴訟または仲裁手続の係属中は、貴殿は、当該ドメイン名登録
の管理を他の登録機関に移管することができる (ただし、我々に登録したド

メイン名は引き続き本方針に基づく手続に服することを条件とする）。訴訟
または仲裁手続の係属中に、他の登録機関から我々にドメイン名登録が移管される場合には、その紛争は移管前の登録機関のドメイン名紛争処理方針に引き続き服する。

第９条  処理方針の改訂
我々は、ICANNの許可を得て、何時でも本方針を改訂する権利を留保する。我々は、改訂後の処理方針を、その発効前に少なくとも30日間（暦日）、ウェブサイトに掲示する。申立書が紛争処理機関に提出されることにより、本方針による手続が開始された場合には、その開始時に有効であった方針が手続の終結まで継続して適用される。その他の場合には、紛争の発生がその改訂の発効日の前、当日、または、後のいずれかを問わず、改訂内容はすべてのドメイン名登録の紛争に適用される。貴殿が本方針の改訂に異議を有する場合、貴殿が求めることができる唯一の救済は、貴殿の行ったドメイン名登録の取消を求めることである。ただし、この場合には、貴殿が、我々に支払ったあらゆる手数料について払戻しを求める権利を有しない。改訂された方針は、貴殿がそのドメイン名の登録を取り消しするまで適用される。
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